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転勤の実態と課題

企業における転勤の実態に関する調査 
（企業及び正社員アンケート）結果の概要

調  査  部

はじめに
　企業における労働者の転勤については、企業独
自の経営判断に基づき行われるものであるが、就
職後間もない時期から複数回の転勤が行われるこ
とにより、結婚・妊娠・出産・子育てといった、
将来のライフプランの設計に困難をきたし継続就
業の妨げになる、あるいは家族形成を阻害すると
の指摘がある。これらを踏まえ、JILPTでは、雇
用管理における転勤の位置づけや実態、その効果
等について「企業の転勤の実態に関する調査」（企
業・正社員アンケート調査）を行った。
　調査期間は、2016年８月19日から９月９日、
調査方法は、郵送による調査票の配付・回収。調
査対象は、企業調査が全国の常用労働者300人以
上の企業１万社、正社員調査は調査対象企業を通
じて転勤経験 のある正社員各８人、計8万人への
配付を依頼した（注１）。
　有効回収数は、企業調査が1,852件（有効回収
率：18.5％）、正社員調査（転勤経験者）が有効
回収数：5,827件（有効回収率：7.3％）となっ
ている。なお、調査票上、「転勤」は転居を伴う
異動に限っており、転居を要しない異動について
は含めないこととしている（転居を伴う出向も含
む）。企業・労働者調査の回答者の属性はP14の
付表１、２のとおり。

企業調査

１　転勤の状況と転勤の目的

　正社員（総合職）（注２）の転勤（転居を伴う配
置転換）がどのくらいあるかについては、「正社
員（総合職）のほとんどが転勤の可能性がある」が
33.7％、「正社員（総合職）でも転勤をする者の範囲

は限られている」が27.5％、「転勤はほとんどない（転
勤が必要な事業所がない）」が27.1％となっている。

JILPT 調査

図表 1-1　正社員（総合職）の転勤の状況（単位＝％）

図表 1-2　転勤の目的（MA、単位＝％）
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＜正社員規模＞

300 人未満(n=389)

300 ～500 人未満(n=598)

500 ～1,000 人未満(n=460)

1,000 人以上(n=344)

＜国内拠点数＞

国内転勤を要する拠点は

ない(n=360)

1 ～19ヵ所以下(n=943)

20～49ヵ所以下(n=302)

50～99ヵ所以下(n=148)

100 ヵ所以上(n=90)

正社員（総合職）のほとんどが転勤の可能性がある

正社員（総合職）でも転勤をする者の範囲は限られている

転勤はほとんどない（転勤が必要な事業所がない）

無回答
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組織運営上の人事ローテーションの結果

組織の活性化・社員への刺激

事業拡大・新規拠点立ち上げに伴う欠員補充

幹部の選抜・育成

組織としての一体化・連携の強化

事業活動の変化への対応
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転勤先の従業員の教育・指導

特定の事業所に発生した問題解決のため

顧客・社内の人脈形成

顧客との癒着・不正防止

雇用調整・事業所閉鎖

その他

無回答

全体(n=1133)

※転勤がある企業（「正社員（総合職）のほとんどが転勤の可能性がある」と「正社員（総合職）でも転勤をする者の範

囲は限られている」の合計）を対象に集計。
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「正社員（総合職）のほとんどが転勤の可
能性がある」の割合は、正社員規模が大き
くなるほど、拠点数が多くなるほど、高く
なる（図表１-１）。
　転勤の目的は、「社員の人材育成」が
66.4％と最も多く、次いで、「社員の処遇・
適材適所」（57.1％）、「組織運営上の人事
ローテーションの結果」（53.4％）、「組織
の活性化・社員への刺激」（50.6％）、「事
業拡大・新規拠点立ち上げに伴う欠員補充」
（42.9％）、「幹部の選抜・育成」（41.2％）、
「組織としての一体化・連携の強化」
（32.5％）などの順となっている（図表
１-２）。

２　転勤経験者の状況

（１）男女別の転勤経験者の割合と多い職種
　全国転勤型の正社員（総合職）のうち、
実際の転勤経験者の割合は、男性について
は「１割程度」が21.0％で最も割合が高く、
次いで「２割程度」が17.2％で続く。女
性については「転勤経験者はほとんどいな
い」が51.7％で最も割合が高く、次いで「１
割程度」が19.2％などとなっている。転
勤可能性があるとされながらも実際に転勤
していない者も一定程度存在していることがうかがえ
る（図表２-１）。転勤の頻度の多い職種（四つまでの
複数回答）は、国内転勤で「管理職」（65.2％）、「営
業職」（56.4％）などがある。

（２）転勤のパターン
　１回の転勤における赴任期間については、国内転勤、
海外転勤いずれも「３年程度」（国内転勤37.6％、海
外転勤39.7％）が最も割合が高く、次いで「５ 年程度」
（国内転勤26.2％、海外転勤28.3％）などとなって
いる（図表２-２）。
　新卒入社で定年まで働いた場合の転勤経験者１人あ
たり回数は、国内転勤では、「１～２回」が40.6％で
最も多く、次いで、「３～４回」が31.4％、「５～６回」
が15.3％。海外転勤は、「１～２回」が81.4％と大多
数を占める（図表２-３）。

３　女性の転勤者の状況

（１）過去１年での女性転勤者の有無と割合
　「女性の転勤者がいる」とする割合は国内転勤
46.0％、海外転勤16.8％（図表３-１）。「女性の転勤
者がいる」企業での女性の転勤者が占める割合は、国

図表 2-1　全国転勤型の正社員（総合職）のうち、実際の 
転勤経験者の割合（男女別）（SA、単位＝％）

図表 2-2　１回の転勤における赴任期間（SA、単位＝％）

図表 2-3　新卒入社で定年まで働いた場合の転勤経験者の 
なかでの１人あたり転勤回数（SA、単位＝％）

図表 3-1　過去 1 年間での女性転勤者の有無
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※転勤がある企業を対象に集計(n=1133)。
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国内転勤（n=1124） 海外転勤（n=501)

※転勤がある企業のうち、「国内転勤がある企業」及び「海外転勤がある企業」を対象に集計。
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※転勤がある企業のうち、「国内転勤がある企業」及び「海外転勤がある企

業」を対象に集計。
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内転勤、海外転勤いずれも、「１割程度」
が最も高く、国内転勤で70.6％、海外
転勤で82.1％にのぼる。

（２）�女性転勤者の年齢層及び未婚・既
婚者の割合

　女性の転勤者の年齢層は、国内転勤で
は、「20代」が66.0％で最も多く、次い
で、「30代」（54.2％）、「40代」（33.1％）

（図表３-２）。一方、海外転勤では、「30
代」（58.3％）、「20代」（51.2％）、「40代」
（22.6％）などとなっている。女性の
転勤者の未婚者の割合は、「ほとんどが
未婚者」が、国内転勤60.5％、海外転
勤59.5％。「既婚者が半分以上」とする
割合は、国内転勤が18.3％、海外転勤
が25.0％で、海外転勤の割合の方が高
い（図表３-３）。

４　単身赴任者の状況

　転勤者（配偶者あり）に占める
単身赴任者の割合は、「ほとんど
単身赴任」が国内転勤28.6％、
海外転勤37.1％、「６ ～７ 割が
単身赴任」が国内転勤19.1％、
海外転勤12.6％、「半々」が国内
転勤20.5％、海外転勤17.0％な
どとなっている。「半々以上」の
割合は、国内転勤が68.2％、海
外転勤が66.7％で、両者でほとんど差は見られな
い（図表４-１）。
　女性（既婚）の転勤者のなかの単身赴任者の有無
を見ると、単身赴任者が「いる」とする割合は、国
内転勤が19.7％、海外転勤が29.8％となっている
（図表４-２）。

 ５　転勤に関する配慮を申し出る制度

（１）転勤配慮を申し出る制度の有無
　企業が社員本人・社員の家族的事情を踏まえた転勤
に関する配慮を申し出る制度・機会（自己申告制度や
目標管理制度の面接機会など）が「ある」とする割合
は83.7％と大多数を占め、「ない」は16.2%にとどまっ

ている（図表５-１）。

（２）事前の人事ヒアリング
　事前の人事ヒアリングで、転勤の支障となる事情の
聴取については、「転勤配慮を求める者にのみ行う」

図表 3-2　過去 1 年間で女性の転勤者がいる企業での 
女性転勤者の年齢層（MA、単位＝％）

図表 3-3　過去 1 年間で女性の転勤者がいる企業での 
女性転勤者の未婚者割合（SA、単位＝％）

図表 4-1　転勤者（配偶者あり）に占める単身赴任者の割合（単位＝％）

図表 4-2　女性（既婚）の転勤者のなかの単身赴任者の有無
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転勤者のなかで、「女性の転勤者がいる」と回答した企業を対象に集計。
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1年間の転勤者のなかで、「女性の転勤者がいる」と回答した企業を対象に集計。
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※転勤がある企業のうち、「国内転勤がある企業」及び、「海外転勤がある企業」を対象に集計。
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※転勤がある企業のうち、「国内転勤がある企業」「海外転勤がある企業」それぞれにおい

て、過去1年間の転勤者のなかで、「女性の転勤者がいる」と回答した企業を対象に集計。
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が38.9％で最も割合が高く、次いで、「必ず転勤対
象全員に行う」が37.2％、「行わない」が22.9％と
なっている。転勤配慮を申し出る制度・機会別に見
ると、申し出る制度・機会が「ない」とする企業に
比べて、「ある」とする企業の方が、「必ず転勤対象
全員に行う」とする割合は高い。年間の国内転勤者
数別に見ると、転勤者数が少ないほど、概ね「必ず
転勤対象者全員に行う」とする割合が高くなる一方、
転勤者数が多いほど「行わない」とする
割合が高くなる（図表５-２）。

（３）�過去３年間の転勤配慮の要望の増
減と内容

　過去３年間での正社員（総合職）から
の転勤について配慮を求める要望につい
て、増減に着目すると、男性では、「増加」
（「増えた」「やや増えた」の合計）とす
る割合は18.2％で、「減少」（「減った」「や
や減った」の合計）とする割合（1.4％）
を大きく上回っている。女性も、
「増加」とする割合は11.7％で、

「減少」（0.8％）を大きく上回っ
ている。「増加」とする割合は、
女性に比べ男性の方が高い（図
表５-３）。
　転勤配慮の要望について、男
性 で は、「親 等 の 介 護」 が
75.6％と最も多く、次いで、「子
の就学・受験」が38.8％、「本
人の病気」が32.6％、「配偶者
の勤務（共働き）」が24.5％、「持
ち家の購入」が21.2％など。
一方、女性でも、「親等の介護」
が48.8％で最も多く、次いで、

「出産・育児」が48.3％、「結婚」
が38.3％、「配偶者の勤務（共
働き）」が34.7％、「子の就学・
受験」が27.2％などとなって
いる（図表５-４）。

（４）転勤配慮で考慮した事項
　過去３年間で、転勤に当たって家族的事情等を考慮

したことがある事項は、「親等の介護」が56.7％で最
も多く、次いで、「本人の病気」が42.1％、「出産・
育児」が28.2％、「結婚」が23.8％、「子の就学・受験」
が22.2％などとなった（図表５-５）。

図表 5-1　社員本人・社員の家族的事情を踏まえた転勤に
関する配慮を申し出る制度・機会の有無（単位＝％）

図表 5-2　転勤を実施するに先立って、事前の人事ヒアリングで、 
転勤の支障となる事情の聴取の有無（単位＝％）

図表 5-3　過去 3 年間での正社員（総合職）からの転勤配慮の要望（単位＝％）

図表 5-4　過去 3 年間での正社員（総合職）から寄せられた
転勤配慮の要望（MA、単位＝％）
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10人未満 463 44.9 38.4 16.4 0.2
10～50人未満 398 37.7 36.9 24.4 1.0
50～100人未満 116 22.4 47.4 28.4 1.7
100人以上 118 26.3 39.8 33.1 0.8
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女性(n=1133)

増えた やや増えた 横ばい やや減った 減った 転勤での要望はほとんどない 無回答

※転勤がある企業を対象に集計。

32.6

16.3 19.4

38.8

14.0

75.6

21.2 24.5

4.0 2.3

20.1

38.3

48.3

27.2

15.2

48.8

7.1

34.7

4.2 7.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

本人の病

気

結婚 出産・育児子の就学・

受験

子の看護 親等の介

護

持ち家の

購入

配偶者の

勤務（共働

き）

左記以外 無回答

男性(n=706) 女性(n=551)

※転勤がある企業のうち、過去3年間で転勤について配慮を求める要望がある企業（男女別に、「増えた」

「やや増えた」「横ばい」「やや減った」「減った」の合計）を対象に集計。
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（５）転勤配慮の措置
　家族的事情に十分な理由があり、本人
が転勤に応じられない場合の措置として
は、「転勤対象からあらかじめ外す」が
64.7％で最も多く、次いで、「転勤時期
をずらした上で、転勤させる」（40.9％）、
「転勤が不要な近隣の事業所へ異動させ
る」（22.9％）、「転勤が不要な同一事業
所内で類似のポストに異動させる」
（13.5％）、「勤務地限定制度を適用し、
総合職（全国転勤型）から勤務地限定正
社員に変更する」（11.7％）等が続く。「い
ずれの措置もとらず、予定どおり転勤を
してもらう」は、3.2％と少ない。
規模が大きくなるほど「転勤対象
からあらかじめ外す」とする割合
が低い。また、国内拠点数が多く
なるほど「転勤対象からあらかじ
め外す」とする割合は低くなる（図
表５-６）。

６　転勤命令の決定方法

   転勤命令の決定方法（転勤命令
が「A：会社主導ですべて決定」か、
「B：社員の意見・希望を踏まえ
て決められている」か）について
は、A計（「Aに 近 い」「や やAに
近い」の合計）は79.7％、B計（「B
に近い」「ややBに近い」の合計）
は19.4 ％。正社員規模別に見ると、
B計（「B：社員の意見・希望を踏
まえて決められている」）の割合
は規模が小さくなるほど高い（図
表６-１）。

図表 5-5　過去 3 年間での転勤における家族的事情等の 
考慮（MA、単位＝％）

図表 5-6　家族的事情に十分な理由があり、
本人が転勤に応じられない場合の措置

図表 6-1　転勤命令の決定方法（単位＝％）

42.1

23.8

28.2

22.2

15.4

56.7

9.4

20.3

4.1
7.9

5.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

本人の

病気

結婚 出産・育

児

子の就

学・受験

子の看

護

親等の

介護

持ち家

の購入

配偶者

の勤務

（共働き）

その他 家族的

事情等

は考慮し

ない

無回答

全体(n=1133)

※転勤がある企業を対象に集計。

（MA、単位＝％）

n

転
勤
対
象
か
ら
あ
ら
か
じ
め
外
す

転
勤
時
期
を
ず
ら
し
た
上
で
、
転

勤
さ
せ
る

転
勤
が
不
要
な
近
隣
の
事
業
所
へ

異
動
さ
せ
る

転
勤
が
不
要
な
同
一
事
業
所
内
で

類
似
の
ポ
ス
ト
に
異
動
さ
せ
る

勤
務
地
限
定
制
度
を
適
用
し
、
総

合
職
（
全
国
転
勤
型
）
か
ら
勤
務

地
限
定
正
社
員
に
変
更
す
る

そ
の
他

以
上
の
い
ず
れ
の
措
置
も
と
ら
ず
、

予
定
ど
お
り
転
勤
を
し
て
も
ら
う

無
回
答

全  体 1133 64.7 40.9 22.9 13.5 11.7 3.8 3.2 2.8

＜正社員規模＞

300 人未満 158 68.4 30.4 19.0 13.3 10.1 5.7 2.5 1.3

300 ～500 人未満 358 69.0 39.1 19.8 10.6 7.0 3.4 3.1 2.2

500 ～1,000 人未満 322 61.8 40.4 22.0 11.2 14.3 2.2 2.8 3.7

1,000 人以上 269 60.2 50.9 30.1 20.8 15.6 5.2 3.7 3.3

＜国内拠点数＞

国内転勤を要する拠点はない 11 72.7 9.1 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 9.1

1 ～19ヵ所以下 666 68.6 40.1 16.8 12.6 7.1 3.8 2.7 2.6

20～49ヵ所以下 246 57.7 43.5 30.1 15.9 14.2 3.3 4.9 2.4

50～99ヵ所以下 125 62.4 41.6 30.4 12.8 20.8 4.8 4.0 1.6

100ヵ所以上 82 56.1 42.7 41.5 15.9 29.3 3.7 1.2 7.3
※転勤がある企業を対象に集計。

n

A：転勤命令は会
社主導ですべて決
められている

B：転勤命令は、
社員の意見・希望
を踏まえて決めら
れている 無回答 A計 B計

Aに近
い

ややA
に近い

ややB
に近い

Bに近
い

 全  体 1133 22.2 57.5 16.2 3.2 1.0 79.7 19.4 

＜正社員規模＞

300人未満 158 21.5 54.4 19.0 5.1 0.0 75.9 24.1 

300～500人未満 358 21.2 57.5 16.5 3.9 0.8 78.7 20.4 

500～1,000人未満 322 22.7 55.0 19.9 1.6 0.9 77.7 21.5 

1,000人以上 269 23.0 62.5 9.7 3.0 1.9 85.5 12.7 
※転勤がある企業を対象に集計。
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７　 育児・介護等に関わる転勤免
除制度

　正社員（総合職）を対象とする育児・
介護に関わる転勤免除制度（一定期間転
勤を免除する制度。制度ではなく、運用
での転勤免除は除く。勤務地限定正社員
の雇用区分の転換とは別の制度）の有無
については、制度が「ある」とする企業
は5.6％と少なく、「現在導入を検討中」
も3.9％にとどまっている（図表７-１）。
　転勤免除制度のある企業に適用事由を
聞いたところ、「介護」が79.4％と最も
多く、次いで、「育児」（71.4％）、「家
族（子等）の病気の看護」（65.1％）、「本
人の病気」（60.3％）などとなっている
（図表７-２）。

８　 転勤に伴う離職（本人及び配
偶者）

　過去３年間で、本人の転勤を理由に離
職した社員の有無について、男女別に聞
いたところ、離職した社員が「いた」と
する割合は、男性が20.7％、女性が7.9％
で、男性の割合の方が高い（図表８-１）。
　過去３ 年間で、配偶者の転勤を理由に
退職した正社員の有無については、「いる」
が33.8％、「いない」が61.1％となっている。
正社員規模別に見ると、「いる」とする割
合は規模が大きくなるほど高い。女性正社
員比率別に見ると、女性社員の比率が高く
なるほど、「いる」とする割合は高い（図
表８-２）。

図表 7-1　育児・介護に関わる転勤免除制度

図表 7-2　転勤免除制度の適用事由（MA、単位＝％）

図表 8-1　過去 3 年での本人の転勤を理由に退職した
正社員の有無

図表 8-2　過去 3 年間での配偶者の転勤を理由に 
退職した正社員の有無

5.6

3.9

89.7

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1133)

ある 現在導入を検討中 ない 無回答

※転勤がある企業（「正社員（総合職）のほとんどが転勤の可能性がある」と「正社員（総合職）でも転

勤をする者の範囲は限られている」の合計）を対象に集計。

60.3
65.1

71.4
79.4

11.1
6.3

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0

本人の病気 家族( 子等) 

の病気の看護

育児 介護 配偶者の転勤

（共働き）

その他

全体（n=63）

※転勤がある企業のうち、転勤免除制度が「ある」企業を対象に集計。

77.2

86.9

20.7

7.9

2.1

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本人の転勤を理由に離職を
した社員 （男性）

本人の転勤を理由に離職を
した社員 （女性）

いない いた 無回答

※転勤がある企業（「正社員（総合職）のほとんどが転勤の可能性がある」と「正社員（総合職）でも

転勤をする者の範囲は限られている」の合計）を対象に集計(n=1133)。

33.8

21.6

24.4

39.3

57.6

17.1

31.0

36.7

41.3

45.5

55.7

61.1

72.8

71.4

57.4

36.6

76.3

65.1

62.0

53.7

50.3

36.6

5.1

5.7

4.2

3.3

5.8

6.6

3.9

1.3

5.0

4.1

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1852)

＜正社員規模＞

300 人未満(n=389)

300 ～500 人未満(n=598)

500 ～1,000 人未満(n=460)

1,000 人以上(n=344)

＜女性正社員比率＞

0 ～10％未満(n=409)

10～20％未満(n=507)

20～30％未満(n=308)

30～40％未満(n=201)

40～50％未満(n=145)

50％以上(n=183)

いる いない 無回答
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９　 過去３年間で見た転勤に
関する認識

　過去３年間で見た転勤に関する
認識として、「そう思う」（「そう
思う」と「ややそう思う」の合計）
割合は、「子育て期の女性を転勤
させることが難しい」が87.2％
と最も高く、次いで、「介護中の
社員を転勤させることが難しい」
（86.5％）、「女性の既婚者を転
勤させることが難しい」（75.7％）、
「転勤にかかるコスト（社宅費用、
単身赴任手当等）」がかかりすぎ
る」（44.4％）などとなっている。
　逆に、「そう思わない」（「そう
思わない」「あまりそう思わない」
の合計）割合が高いのは、「女性
の未婚者を転勤させること
が難しい」（40.5％）、「転
勤者の家族から転勤命令の
理解を得ることが難しく
なった」（32.3％）、「転勤
対象者を選定することが難
しくなった」（23.2％）な
どとなっている（図表９-
１）。

10　転勤コスト

　転勤に伴って支給する手
当・旅費等の支給状況につ
いては、「転勤にかかわる
支度料（引っ越し代金の負
担含む）」が73.5％と最も
多く、次いで、「転勤先で
の社宅提供（家賃補助含む）」（68.6％）、
「転勤交通費」（65.1％）、「単身赴任
手当（別居手当）の支給（毎月支給）」
（64.1％）、「単身赴任者に対する帰
省旅費」（55.1％）などとなっている 
（図表10-１）。

図表 9-1　過去 3 年間での転勤に対する認識

図表 11-1　勤務地限定の雇用区分（n=1852）

図表 10-1　転勤に伴って支給する手当・旅費等（MA、単位＝％）

68.9

60.5

50.0

10.9

6.6

10.6

2.8

18.3

26.0

25.7

33.5

23.6

13.7

10.4

8.3

9.4

16.3

35.4

43.9

31.8

51.5

0.4

0.4

2.0

12.3

16.5

25.5

24.3

1.0

0.6

2.6

5.2

6.7

15.0

8.0

3.2

3.1

3.4

2.6

2.7

3.4

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て期の女性を転勤させることが

難しい

介護中の社員を転勤させることが難

しい

女性の既婚者を転勤させることが難

しい

転勤にかかるコスト（社宅費用、単身

赴任手当等）がかかりすぎる

転勤対象者を選定することが難しく

なった

女性の未婚者を転勤させることが難

しい

転勤者の家族から転勤命令の理解

を得ることが難しくなった

そう思う ややそう思う どちらともいえない

※転勤がある企業を対象に集計(n=1133)。

あまりそう思わない そう思わない 無回答

73.5

29.9

65.1

68.6

8.8

14.5

64.1

10.4

55.1

16.3

2.1

14.6

6.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

転勤にかかわる支度料
（引っ越し代金の負担含む）

転勤日当

転勤交通費

転勤先での社宅提供（家賃補助含む）

持ち家借り上げ制度

子供の転校費用の補助

単身赴任手当（別居手当）の支給（毎月支給）

転勤対象者全員に毎月支給する転勤手当

（広域異動手当等。単身赴任手当を除く）

単身赴任者に対する帰省旅費

単身赴任者に対する休暇取得、出張（週末に

本社に出張させるなど）による帰宅配慮

その他

転勤に関わる手当等はない

無回答

全体（n=1852)

15.8 82.3 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1852)

ある ない 無回答

※勤務地限定正社員の雇用区分が「ない」企業を対象に集計。
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11　勤務地限定正社員制度の導入状況

　正社員（総合職）のなかで、制度としての勤
務地限定正社員の雇用区分については、「ある」
は15.8％、「ない」が82.3％（図表11-１）。
　全国転勤型から勤務地限定正社員への雇用区
分の転換については、「理由にかかわらず本人
希望で転換可能」が26.4％、「転換理由があれ
ば転換可能」が53.8％、「できない」が17.8％。
正社員規模別に見ると、「理由にかかわらず本
人希望で転換可能」の割合は規模が大きくなる
ほど高い（図表11-２）。

12　管理職昇進の有無

　勤務地限定正社員が雇用区分のままで管理職
（課長相当職以上）への昇進は可能かどうかに
ついては、「管理職には就けない」（34.6％）、「課
長相当職まで可能」（38.0％）、「部長相当職ま
で可能」（13.7％）、「役員まで可能」（10.6％）
などとなっている。「課長相当職以上・計」の
割合を国内拠点数別に見ると、概ね拠点数が多
くなるほどわずかに高い（図表12-１）。
　勤務地限定正社員制度の導入で生じたことに
ついて、「そう思う・計」（「そう思う」と「や
やそう思う」の合計）割合を見ると、「女性の
採用がしやすくなった」が32.9％と最も高く、
次いで、「女性の勤続年数が伸びた」（31.5％）、

「女性の離職者が減った」（27.7％）などとなっ
ている（図表12-２）。

13　 課長相当職への昇進で考慮している事項

　課長相当職への昇進で考慮している事項は、
「能力（能力評価を考慮）」が85.7％と最も高く、
次いで、「業績（業績評価を考慮）」（61.9％）、「課
長相当職前の役職・資格の経験年数（一定の経
験年数に達しているかを考慮）」（48.6％）、「勤
務態度（欠勤などを考慮）」（41.3％）、「昇進
試験（試験の合格や成績を考慮）」（31.4％）、「年
齢（一 定 の 年 齢 に 達 し て い る か を 考 慮）」
（27.5％）、「勤続年数（一定の勤続年数に達
しているかを考慮）」（22.1％）、「特定の部署・
職務の経験（特定の部署・職務に配置された経

図表 11-2　全国転勤型から勤務地限定正社員への 
雇用区分の転換

図表 12-1　勤務地限定正社員のままでの管理職 
（課長相当職以上）への昇進可能性

図表 12-2　勤務地限定正社員制度の導入で生じたこと
（単位＝％）

26.4

19.4

21.5

25.9

33.7

53.8

61.1

49.4

60.0

49.4

17.8

16.7

27.8

11.8

14.5

2.1

2.8

1.3

2.4

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=292）

＜正社員規模＞

300人未満(n=36）

300～500人未満(n=79）

500～1,000人未満(n=85）

1,000人以上(n=83）

理由にかかわらず本人希望で転換可能 転換理由があれば転換可能

※勤務地限定正社員の雇用区分がある企業を対象に集計。

できない 無回答

（単位＝％）

n

勤務地限定正社員が雇用区分のままで管理職
（課長相当職以上）への昇進は可能かどうか
管理職
には就
けない

課長相
当職ま
で可能

部長相
当職ま
で可能

役員ま
で可能 無回答

  全  体 292 34.6 38.0 13.7 10.6 3.1
＜正社員規模＞
300人未満 36 25.0 41.7 13.9 19.4 0.0
300～500人未満 79 35.4 31.6 17.7 11.4 3.8
500～1,000人未満 85 41.2 38.8 10.6 5.9 3.5
1,000人以上 83 33.7 38.6 13.3 12.0 2.4
＜国内拠点数＞
国内転勤を要する拠点はない 11 54.5 18.2 18.2 9.1 0.0
1～19ヵ所以下 118 37.3 33.1 15.3 11.0 3.4
20～49ヵ所以下 75 38.7 38.7 13.3 8.0 1.3
50～99ヵ所以下 49 24.5 44.9 12.2 14.3 4.1
100ヵ所以上 38 26.3 50.0 10.5 10.5 2.6

※勤務地限定正社員の雇用区分がある企業を対象に集計。

9.6

9.2

7.5

4.1

2.1

2.4

0.3

23.3

22.3

20.2

16.4

14.7

8.6

5.8

48.3

50.3

53.8

37.0

61.0

37.0

34.6

3.4

3.8

4.1

15.8

5.5

22.9

22.6

11.6

10.3

10.6

22.6

13.0

25.7

32.2

3.8

4.1

3.8

4.1

3.8

3.4

4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

女性の採用がしやすくなった

女性の勤続年数が伸びた

女性の離職者が減った

転勤対象者を選定することが難しくなった

男性の離職者が減った

賃金格差等で制度対象者から不満が出た

制度の対象とならない人から不満が出た

そう思う ややそう思う どちらともいえない
あまりそう思わない そう思わない 無回答

※勤務地限定正社員の雇用区分がある企業を対象に集計(n=292)。
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験を考慮）」（17.3％）、「転居を伴う転勤の経験（一
定回数の転居を伴う転勤の経験を考慮）」を挙げ
る企業は1.9%にとどまる（図表13-１）。
　課長相当職についている者で、「ほとんどが転
勤を経験していない」が37.5％で最も割合が高く、
次いで、「２～３ 割程度」が17.7％、「半分程度」
が15.0％、「ほとんどが転勤を経験している」が
14.7％などとなっている。これを転勤の状況別
に見ると、「正社員（総合職）のほとんどが転勤
の可能性がある」企業では、「ほとんどが転勤を
経験している」が31.9％で最も割合が高く、次
いで、「半分程度」が21.6％、「２～３割程度」
が18.8％、「７～８割程度」が17.0％などとなっ
ている（図表13-２）。
　女性の管理職（課長相当職）への昇進で障害と
なる事項についての認識（「そう思う・計」=「そ
う思う」＋「ややそう思う」）では、「女性社員の
人数が少ないこと」が53.9％と最も割合が高く、
次いで、「女性の昇進意欲が
低いこと」（52.0％）、「課長
相当職になるのに必要な経験
が足りない者が多いこと」

（50.0％）「女性の正社員（総
合職）の年齢が若く、課長相
当職の昇格年齢に達している
者が少ないこと」（36.8％）
などとなっており、「転勤に
女性が応じづらいこと」は
26.3％だった（図表13-３）。

図表 13-1　課長相当職への昇進で考慮している事項
（MA、単位＝％）

図表 13-2　課長相当職についている者で転勤を経験している者の割合（単位＝％）

図表 13-3　女性の管理職（課長相当職）への昇進での障害（単位 =%）

85.7

61.9

48.6

41.3

31.4

27.5

22.1

17.3

1.9

1.8

2.1

4.2

0.0 50.0 100.0

能力（能力評価を考慮）

業績（業績評価を考慮）

課長相当職前の役職・資格の経験年数（一定

の経験年数に達しているかを考慮）

勤務態度（欠勤などを考慮）

昇進試験（試験の合格や成績を考慮）

年齢（一定の年齢に達しているかを考慮）

勤続年数（一定の勤続年数に達しているかを

考慮）

特定の部署・職務の経験（特定の部署・職務

に配置された経験を考慮）

転居を伴う転勤の経験（一定回数の転居を伴

う転勤の経験を考慮）

その他

特にない

無回答

全体（n=1852)

14.7

31.9

7.1

3.4

9.0

17.0

8.4

2.0

15.0

21.6

21.8

3.0

17.7

18.8

33.0

5.4

37.5

7.1

26.1

81.2

6.2

3.7

3.5

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体(n=1852)

＜転勤の状況＞

正社員（総合職）のほとんどが

転勤の可能性がある(n=624)

正社員（総合職）でも転勤をする者の

範囲は限られている(n=509)

転勤はほとんどない

（転勤が必要な事業所がない）(n=501)

ほとんどが転勤を経験している 7 ～8 割程度 半分程度 2 ～3 割程度

ほとんどが転勤を経験していない 無回答

31.7

17.4

14.3

14.1

7.8

6.3

2.6

22.2

34.6

35.7

22.7

18.5

17.9

7.8

13.2

27.1

27.1

21.3

30.7

27.4

34.4

12.6

8.7

10.0

18.7

14.0

21.3

17.9

16.0

8.0

8.3

18.4

22.7

22.6

30.4

4.4

4.2

4.6

4.9

6.4

4.6

6.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性社員の人数が少ないこと

女性の昇進意欲が低いこと

課長相当職になるのに必要な経験が

足りない者が多いこと

女性の正社員（総合職）の年齢が若く、
課長相当職の昇格年齢に達している者が

少ないこと

転勤に女性が応じづらいこと

女性の勤続年数が短いこと

本社勤務など特定のポストで転勤が
伴いやすいこと

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 無回答

※全体(n=1852)。
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正社員調査

１　 直近の転勤を経た後の職業
能力の変化

　直近の転勤を経た後の職業能力の変
化について見ると、「職業能力が上昇
した」（「職業能力が上がった」「やや職業能力が
上がった」の合計）は国内転勤75.4％、海外転
勤86.5％と高い割合となっている（図表14-１）。
赴任後の役職変化別に見ると、国内転勤、海外転
勤いずれも、役職が上がるほど、「職業能力が上
昇した」の割合が高い。赴任後の仕事内容の変化
別に見ると、国内転勤、海外転勤いずれも、「転
勤前と同じ仕事」に比べて、「転勤前と全く異な
る仕事」や「転勤前と一部異なる仕事」の方が「職
業能力が上昇した」とする割合が高い。
　仕事の難易度の変化別に見ると、難易度が上が
るほど、「職業能力が上昇した」とする割合が高い。

２　転勤配慮と免除配慮の有無

　転勤免除配慮を求めたことがあるかについては、
「ある」とする割合は12.2％で、男女別に
見ると、男性が11.6％、女性が14.6％となっ
ている（図表15-１）。転勤免除配慮を求めた
事情は、「親等の介護」が28.2％で最も高く、
次いで、「子の就学・受験」が19.3％、「出産・
育児」が16.9％など（図表15-２）。転勤免
除配慮がなされたかについては、「配慮はなく、
転勤した」が30.6％、一方、「転勤対象から
外された」は29.0％、「転勤時期をずらすな
どの配慮をしてくれた（転勤時期をずらして、
転勤した）」が22.4％などが続く。性別で比
較すると、女性より男性のほうが「配慮はな
く、転勤した」とする割合が高い。転勤免除
配慮を求めた事情別（複数回答）に見ると、「転
勤対象から外された」の割合が高いのは、「子
の看護」「本人の病気」「親等の介護」などと
なっている。一方、「配慮はなく、転勤した」
とする割合が高いのは、「持ち家の購入」「子
の就学・受験」などとなっている（図表15-３）。

図表 14-1　直近の転勤を経た後の職業能力の変化

図表 15-1　転勤免除配慮を求めたことの有無（単位＝％）

図表 15-2　転勤免除配慮を求めた事情（MA、単位＝％）

図表 15-3　転勤免除配慮の有無（MA、単位＝％）

31.6

52.3

43.8

34.2

20.1

7.6

2.0

0.6

1.1

0.5

1.4

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内転勤(n=5431)

海外転勤(n=620)

職業能力が上がった やや職業能力が上がった あまり変わらない

やや職業能力が下がった 職業能力が下がった 無回答

※国内転勤、海外転勤がそれぞれある者を対象に集計。

12.2

11.6

14.6

87.5

88.1

84.9

0.3

0.3

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=5827)

＜性別＞

男性(n=4762)

女性(n=1061)

ある ない 無回答

本
人
の
病
気

結
婚

出
産
・
育
児

子
の
就
学
・
受
験

子
の
看
護

親
等
の
介
護

持
ち
家
の
購
入

配
偶
者
の
勤
務

（
共
働
き
）

そ
の
他

無
回
答

全体（n=710） 7.0 11.7 16.9 19.3 3.8 28.2 11.3 11.1 22.8 1.3

＜性別＞

男性（n=554） 5.1 9.6 17.5 21.1 4.0 29.2 13.2 10.1 23.1 1.1

女性（n=155） 14.2 19.4 14.8 12.9 3.2 24.5 4.5 14.2 21.3 1.9

n

転
勤
対
象
か
ら
外
さ
れ
た

勤
務
地
限
定
正
社
員
の
雇
用

区
分
に
転
換
し
、
転
勤
を
し

な
か
っ
た

一
般
職
の
雇
用
区
分
に
転
換

し
、
転
勤
を
し
な
か
っ
た

転
勤
時
期
を
ず
ら
す
な
ど
の

配
慮
を
し
て
く
れ
た
（
転
勤

時
期
を
ず
ら
し
て
、転
勤
し
た
）

そ
の
他

配
慮
は
な
く
、
転
勤
し
た

無
回
答

全体 710 29.0 1.8 0.6 22.4 16.3 30.6 1.4

＜性別＞

男性 554 30.7 1.3 0.5 22.0 13.7 32.3 1.4

女性 155 23.2 3.9 0.6 23.9 25.8 23.9 1.3

転
勤
配
慮
事
項
（
Ｍ
Ａ
）

本人の病気 50 34.0 2.0 6.0 20.0 14.0 28.0 0.0

結婚 83 16.9 4.8 1.2 24.1 19.3 32.5 4.8

出産・育児 120 25.0 1.7 0.0 21.7 18.3 36.7 0.8

子の就学・受験 137 27.7 1.5 0.0 26.3 9.5 38.0 0.7

子の看護 27 40.7 7.4 0.0 29.6 7.4 14.8 0.0

親等の介護 200 32.5 1.5 0.5 24.5 16.0 27.0 1.0

持ち家の購入 80 25.0 1.3 0.0 13.8 12.5 48.8 1.3

配偶者の勤務
（共働き）

79 21.5 3.8 0.0 19.0 25.3 35.4 1.3

その他 162 29.0 0.6 0.0 16.0 22.2 30.9 1.2

※現在の会社でこれまでに転勤に伴い、転勤免除配慮を求めたことがある者を対象に集計。
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３　転勤に対する認識

（１）転勤で困難に感じること
　現在の会社でのあなたの転勤経験に照らし
て、転勤があることにより、困難に感じるこ
とはあるかについて、「そう思う・計」（「そ
う思う」と「ややそう思う」の合計）割合を
見ると、「結婚しづらい」（29.3％）、「子供
を持ちづらい」（32.4％）、「育児がしづらい」
（53.2％）、「進学期の子供の教育が難しい」

（65.8％）、「持ち家を所有しづらい」（68.1％）、
「介護がしづらい」（75.1％）となっている（図
表16-１）。
　「そう思う・計」の割合を性別に見ると、「子
供を持ちづらい」「結婚しづらい」「育児がし
づらい」では、男性に比べ女性の方が割合は高くなっ
ている。一方、「進学期の子供の教育が難しい」「持ち
家を所有しづらい」「介護がしづらい」では、女性に
比べ男性の方が割合は高い（図表16-２）。

（２）現在の会社における転勤に対する認識
　現在の会社の転勤に対する認識（能力開発、昇進・
昇格関係）において、「そう思う」（「そう思う」と「や
やそう思う」の合計）割合は、「転勤は職業能力の向
上に効果がある」69.9％、「転勤は人脈形成の機会と
なっている」85.6％、「転勤経験は昇進・昇格の検討
材料として必要」55.6％と高い割合となっている（図
表17-１）。
　一方、転勤・単身赴任関係の認識では、「そう思う・
計」の割合は「できれば転勤はしたくない」は39.6％、
「できれば単身赴任はしたくない」が53.5％。「転勤
は家族に与える負担が大きい」の割合が最も高く、
85.8％となっている（図表17-２）。
　なお、転勤に関する認識で「不必要な転
勤が多い」について、「そう思う・計」（「そ
う思う」と「ややそう思う」の合計）を挙
げた割合は5.6％と少ない。ただし、その
具体的な理由を収集するために設けた自由
記入欄では以下の意見が寄せられた。
　意見をいくつかに分類してみると、①「短
期の転勤による教育効果の低い転勤」とし
て、「６カ月未満の転勤など赴任地に慣れ

10.3

11.9

19.8

28.0

37.4

39.6

19.0

20.5

33.4

37.8

30.7

35.5

28.9

27.9

24.2

21.3

17.4

16.0

23.5

23.2

13.8

7.5

8.3

4.6

17.6

15.8

7.9

4.6

5.7

3.7

0.7

0.7

0.8

0.8

0.6

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

結婚しづらい

子供を持ちづらい

育児がしづらい

進学期の子供の教育が難しい

持ち家を所有しづらい

介護がしづらい

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 無回答

図表 16-1　現在の会社での転勤経験に照らして困難に
感じること（n=5827）

図表 16-2　現在の会社での転勤経験に照らして
困難に感じること（性別）（単位＝％）

図表 17-1　現在の会社での転勤に対する認識
（能力開発、昇進・昇格関連）

27.3

28.6

52.0

67.8

69.2

38.0

48.8

58.7

56.5

63.0

70.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

結婚しづらい

子供を持ちづらい

育児がしづらい

進学期の子供の教育が難しい

持ち家を所有しづらい

介護がしづらい

男性(n=4762)

女性(n=1061)

※各項目について、「そう思う・計」（「そう思う」「ややそう思う」の合計）。

76.0

28.0

44.1

21.0

41.9

41.5

34.6

21.8

9.8

26.7

5.1

2.9

11.0

2.8

1.4

6.3

0.4

0.4

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

転勤は職業能力の向上に効果がある

転勤は人脈形成の機会となっている

転勤経験は昇進・昇格の検討材料
として必要

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 無回答

※全体(n=5827)
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ることもなく、転勤がプラスになっていると思えない
ような転勤もある」「高い費用をかけて１年程度で戻っ
てくるような異動が目立つ」「全く異なる職種への転
勤がある」、②「転勤先での成果・生産性を相殺する
転勤」としては、「転勤の回転が早い。慣れた頃にま
た転勤という人もいる。客側からすると頻繁に担当者
が変わるのは信頼性の部分でどうなのかと思う」「顧
客との関係性を無視したケースが多い」「転勤するこ
とにより、営業職の場合は地盤固めしていたのが、（異
動により）なくなるので、不必要な転勤はやめたほう
がよい」、③「ジョブ・ローテーションや無計画な欠
員補充でスキル形成につながらない転勤」としては「担
当業務のローテーションという名目により、時期・年
齢などにより画一的に転勤となることが多くある」「長
期的な人材の育成等を考えず、短期的、その場しのぎ
的な人事異動が多く、結果、不満を持ち、退職するな
どの負のスパイラルに陥っている」「転勤しても、昇
進昇格の材料とならず、昇給も無く、スキルアップに
もつながることも少ない。単に転勤先の人員不足の補
充のためではないかと思うときがある」、④「会社・
上司の恣意性ある転勤や説明不足の転勤」としては、

「上司の「好き嫌い」で転勤が決まるケー
スが散見される」「いわゆる、玉突き人
事のような事が多く、なぜその人が異動
しなければならないのかわからない」「転
勤理由が明確でなく、戦略性も感じない
事がある」、⑤「家族への負担が過大な
転勤」としては、「多くの人が単身赴任
生活を送っており、家族との時間が少な
いなかで、仕事もうまくいくと思えな
い」　「キャリアアッププランに沿った転

勤ではなく、人事交流に主眼を置いた転勤が多いと感
じる。わざわざ、妻子の生活を犠牲にしなくても短期
出張で充分」、⑥「現地採用強化等による転勤の減少」
としては、「現地採用者で組織構成（役職者配属）が
できるのにもかかわらず、多くの者を転勤させている。
転勤者を役職者に就かせていることから、現地採用者
の向上心の低下が懸念される」「現地採用で足りると
思われる。転勤でなく業務応援という形で半年程度で
も十分と思われる」「現代のIT環境なら、遠隔地から
でも業務できると思う。転勤させる必要性は下がって
いるにもかかわらず、昔ながらの転勤が多いと感じる」
――などの記述が見られた。

（３）現在の転勤に関するルール�の有無
　現在の会社で転勤に関するルールの有無について聞
いたところ、「ない」が62.8％、「ある」が36.3％。「な
い」と回答した者について、ルールが必要だと思うか
を聞いたところ、「ルールが必要だとは思わない」は
33.8%で、６割強が何らかのルールを希望している。
その内容は「転勤の期間（長さ）」が33.3%と最も多く、
次いで「転勤の時期（年齢、勤続年数、役職など）」

（15.8%）、「転勤する地
域・ブロック」（7.8%）
となっている。これを性
別に見ると、「転勤の期
間（長さ）」は男性の方
が割合が高く、「転勤す
る地域・ブロック」は女
性の方が割合が高い（図
表18-１、18-２）。
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できれば転勤はしたくない

できれば単身赴任はしたくない

転勤は家族に与える負担が

大きい

※全体(n=5827)

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 無回答

図表 17-2　現在の会社での転勤に対する認識
（転勤・単身赴任関係）

図表 18-1　現在の会社での転勤に
関するルールの有無（単位＝％）

図表 18-2　必要と思う転勤に関するルール
（SA、単位＝％）
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※現在の会社でルールが「ない」と回答した者を対象に集計。
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転勤の実態と課題

［注］
１　 企業調査では、総務省統計局「経済センサス（H24年活動調査）」の母

集団分布にあわせて、株式会社東京商工リサーチの企業データベース
により、産業・従業員規模別に層化無作為抽出。企業を通じた正社員
調査の配付では、当該企業に雇用されている正社員のうち、転勤（海
外転勤を含む）を経験した者への配付をお願いしている。その際に、
性別、年齢になるべく偏りなく配付するよう求めた。

２　 調査票上の定義【正社員（総合職）及び勤務地限定正社員】は以下の
通り。「正社員（総合職）」とは、勤務地の制限がなく、基幹的な業務、
企画立案、対外折衝など総合的な判断を要する業務に従事する、ある
いは業務の制限がない雇用区分（技術系総合職、研究・開発系総合職
を含む。以下「全国転勤型」という）。

　　 　また、「勤務地限定正社員」とは、正社員（総合職）のなかで、勤務
地（業務の範囲を含む）について、一定の制限があるものの、基幹的
な業務、企画立案、対外折衝など総合的な判断を要する業務を多く含
む雇用区分（準総合職などを含む）。出産・育児等の際の、一時的な転
勤免除は除く。

付表 1：企業調査の回答企業属性

付表 2：正社員調査の回答者属性（単位＝％）

  全  体 n ％
1852 100.0

業種

鉱業、採石業、砂利採取業 4 0.2
建設業 122 6.6
製造業 488 26.3
電気・ガス・熱供給・水道業 11 0.6
情報通信業 80 4.3
運輸業、郵便業 159 8.6
卸売業 115 6.2
小売業 198 10.7
金融業、保険業 105 5.7
不動産業、物品賃貸業 27 1.5
学術研究、専門・技術サービス業 35 1.9
宿泊業 12 0.6
飲食サービス業 27 1.5
生活関連サービス業、娯楽業 23 1.2
教育、学習支援業 121 6.5
医療、福祉 39 2.1
その他サービス業 220 11.9
その他 56 3.0
　無回答 10 0.5

正社員数

300 人未満 389 21.0
300 ～500 人未満 598 32.3
500 ～1,000 人未満 460 24.8
1,000 ～3,000 人未満 258 13.9
3,000 人以上 86 4.6
　無回答 61 3.3

女性正社員
比率（※1）

0 ～10％未満 409 22.1
10～20％未満 507 27.4
20～30％未満 308 16.6
30～40％未満 201 10.9
40～50％未満 145 7.8
50％以上 183 9.9
　無回答 99 5.3

  全  体 n ％
1852 100.0

国内拠点数正

国内転勤を要する拠点はない 360 19.4
1～4ヵ所 352 19.0
5～9ヵ所 305 16.5
10～14ヵ所 189 10.2
15～19ヵ所 97 5.2
20～49ヵ所 302 16.3
50～99ヵ所 148 8.0
100～499ヵ所 80 4.3
500ヵ所以上 10 0.5
　無回答 9 0.5

勤務地限定 
正社員の 
雇用区分

ある 292 15.8
ない 1524 82.3
　無回答 36 1.9

正社員の転勤
の状況

正社員（総合職）のほとんどが転勤の
可能性がある

624 33.7

正社員（総合職）でも転勤をする者の
範囲は限られている

509 27.5

転勤はほとんどない（転勤が必要な事
業所がない）

501 27.1

　無回答 218 11.8

転
勤
あ
り

国内・海
外転勤の

有無

転勤がある企業（※2） 1133 100.0
国内転勤のみあり 629 55.5
国内転勤・海外転勤いずれもあり 495 43.7
海外転勤のみあり 6 0.5
　無回答 3 0.3
国内転勤がある企業（※3） 1124 99.2
海外転勤がある企業（※4） 501 44.2

※1：女性正社員比率＝女性正社員人数／正社員数×100
※2：「転勤がある企業」は、「正社員（総合職）のほとんどが転勤の可能性がある」「正社員（総合職）でも転勤をする者の範囲は限られている」の合計。
※3：「国内転勤がある企業」とは、「国内転勤のみあり」「国内転勤・海外転勤いずれもあり」の合計のこと。
※4：「海外転勤がある企業」とは、「国内転勤・海外転勤いずれもあり」「海外転勤のみあり」の合計のこと。

転勤経験
者全体

転勤経験
国内転勤の
経験あり

海外転勤の
経験あり

全体 5827 5431 620

性
別

男性 81.7 80.9 93.4
女性 18.2 19.1 6.6
　無回答 0.1 0.1 0.0

年
齢

20代以下 12.4 13.0 3.4
30代 30.5 30.3 29.5
40代 36.1 35.8 42.7
50代以上 20.9 20.7 24.2
　無回答 0.2 0.2 0.2

業
種

鉱業、採石業、砂利採取業 0.3 0.2 2.1 
建設業 8.2 8.7 2.1 
製造業 27.6 25.3 56.8 
電気・ガス・熱供給・水道業 0.5 0.5 0.0 
情報通信業 3.6 3.7 1.9 
運輸業、郵便業 5.9 6.2 2.3 
卸売業 6.7 6.9 5.5 
小売業 7.7 8.0 2.6 
金融業、保険業 5.1 5.4 1.0 
不動産業、物品賃貸業 1.5 1.5 0.3 
学術研究、専門・技術サービス業 2.2 2.1 2.9 
宿泊業 0.4 0.5 0.0 
飲食サービス業 0.9 1.0 0.0 
生活関連サービス業、娯楽業 1.2 1.3 0.0 
教育、学習支援業 3.0 3.2 0.8 
医療、福祉 0.7 0.7 0.3 
その他サービス業 7.6 8.0 3.5 
その他 2.7 2.7 3.1 
　無回答 14.2 14.0 14.8 

正
社
員
規
模

300人未満 10.2 10.3 8.2 
300～500人未満 28.0 28.4 21.8 
500～1,000人未満 23.8 23.8 21.3 
1,000人以上 22.3 21.9 31.5 
　無回答 15.8 15.6 17.3 


